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 2) 奉山線3の中英公司に対する借款問題 
①奉山線の処理-奉山鉄路局の設立までの経緯 
奉山線はイギリス資本が関わっており、さらに当事東北と関内をつなぐ唯一の鉄道路線であったため、
その処理には一定の配慮が払われた。1931 年 12 月 29 日関東軍が錦州攻撃を開始するや、奉山線を含む
北寧鉄路は「全く軍事輸送に供せられ山海関以東の一般運行は一切途絶した」4。この間関東軍が必要と
                                   
1 満州、満州国などには本来カッコを付すべきであるが、煩瑣になるため省略する。 
2 後宮淳「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」(村上文書 7Q-1) 10 頁。村上文書と資料を残した村
上義一に関しては、「資料 村上義一文書(満鉄関係記録)目録」『法学研究』第 49 巻第 4 号、1976 年
に詳しい。「マイクロフィルム版 慶応義塾図書館所蔵 村上義一文書 収録文書目録」には、村上文
書を利用した、佐藤元英・波多野澄雄「満州事変前後の満鉄」が収められている。本稿の記述と重な
るところもあるので、あわせて参照されたい。 







  なお張学良は易幟に際して 1928 年 12 月奉天省を遼寧省、奉天を瀋陽と改めた。ただ日本側は「奉
天」という名称を用いている。ここでは当時のそれぞれの当事者の用語法に即して用いる。 
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5 同上『満洲交通史稿』8663 頁。 
6 村上義一は満鉄理事。設立時の東北交通委員会の主要メンバーは以下のとおり。なお委員会の成立は
1931 年 10 月 23 日である(前掲拙稿「『満洲交通史稿』を通じてみた日本帝国主義の東北支配」46 頁
による)。 
委員長 丁鑑修  
副委員長 金壁東  
主席顧問 十河信二 満鉄理事 
主席顧問代理 村上義一 満鉄理事 
顧問 佐藤應次郎 満鉄社員 
顧問 山口十助 満鉄社員 

















 1932 年 1 月 9 日、奉山鉄路管理局の布告第 1 号が出され、闘鐸の就任を通知するとともに、任務を継
続するように指示した。しかし実際の鉄道運行は満鉄社員によって担われており、実際に中国人従業員























                                   
10 具体的には、「廰舎の開設、局員の招集、各駅區との業務開始に関する連絡、車輛○二字○不明の調査、復舊
に付帯する諸般の準備など」である(『満洲交通史稿』8659 頁)。 
11 『満洲交通史稿』8662 頁。この「心得」は 1 月 25 日に、満鉄派遣員と奉山鉄路局員に対して告知さ
れた。 
12 『満洲交通史稿』8664～8670 頁。 
13 そもそも電報用語は日文を使用することになっていた(第５条)。 
14 車両の修理についても、軍用車輛は機関区主務者の担当であった(第８条)。 












 奉山鉄路局の体制整備に伴い、1932 年１月 13 日には奉天錦縣間の旅客列車運転が再開され、2 月 13
日には錦縣山海関と各支線混合列車の運転が再開された。この時山海関駅の運営は残された課題になっ




















ることのできない問題であった。既に奉天省政府が 1932 年 1 月５日付けで英国借款に対する債務を継承
する旨声明を出していたのであるが、同月９日省政府は官銀号を通じて￡17,926 を支払い、受領された。
                                                                                                  
ていた。すなわち、総務処、工務処、車務処、会計処、警務処である(前掲『満洲交通史稿』8670～
79 頁)。 
16 この交渉についての記述は『満洲交通史稿』8686～8687 頁。 
17 『満洲交通史稿』8681 頁。 
18 「山海関駅使用ニ関スル協定」の二・三による(同上資料 8682 頁。)。 
19 この間の経緯は『満洲交通史稿』8683～8685 頁。 
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これによって中英公司は奉天省政府を「借款責任者として公認する形となった」のである20。  
なお後宮「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」によれば、このとき支払われたのは、①1898 年関














名称 金額 その他 
関内外借款 ￡742,708.68 1931 年 11 月分まで償還時 
複線借款 
(京奉雙軌借款) 
￡287,816.47 1931 年８月分まで償還時 
衛徳公司車両借款 ￡478,415.18  











                                   
20 『満洲交通史稿』8686 頁。 
21 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」9～10 頁。 
22 行論の関係からすれば「関内」、即ち中国国内に関係する借款、という意味で使われていると思われ、
誤記の可能性が高い。本稿では「関内」と解釈する。 
23 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」11 頁。 
24 ここにあげる数字は奉天省政府が継承すべきものとして査定されたものであり、全体の詳細な額は不
明である(『満洲交通史稿』8688 頁)。 
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施設の一方的使用に見られるような、自らの必要に基づいた強引な行動も見られたのである。 
 










葫藘島築工問題が本格化したのは、張学良政権下においてである。1928 年 12 月張学良は易幟を断行，
奉天省を遼寧省、奉天を瀋陽と名称を改めるとともに、4 月には東三省交通委員会26を東北交通委員会27と
改称し、委員長に遼寧省長翟文選28、副委員長に高紀毅29を任じた。委員会の指揮を取ったのは高紀毅で
                                   





計画)のそれと共通するのは明らかである。26 年 4 月、張作霖が北京政権の実験を握ると東北の交通
は交通部の所管となったが(水野同上書 304 頁)、東三省交通委員会は継続し本文にあるとおり易幟後














28 翟文選は 1878 年生れ。吉林省伊通の出身。黒龍江省全省文案処提調官、呼倫庁撫民同知等を歴任。





29 高紀毅は 1889 年生れ。奉天省遼陽の出身。奉天陸軍速成学堂、東三省陸軍測量学校、交通部交通伝
習所学官班卒業。奉天軍で郭松齢の信任を得たといわれる。しかし同時に張学良との関係も親密で、
1922 年奉天第三旅副官長、24 年奉天第 27 師副官長時、いずれも指揮官は張学良であった。同年第二
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ある。1930 年 4 月 25 日第一回東北鉄路路政会議が開かれ、以後 29 日から毎週火曜日に定例会が開催さ






1930 年 1 月 2 
 




























32 同上『東北軍閥政権の研究』307 頁。 
33 以下の記述は『満洲交通史稿』「第 17 章第３節 事変直後ノ既成鐵道竝新線建設ノ處理」の「第三項 
奉山鉄路局創設事情」の「５ 葫藘島築港関係の整理」によっている(資料 8690～8696 頁)。 
34 『満洲交通史稿』8692 頁。 
１ 東大幹線 : 葫藘島 – 瀋陽 – 海龍 – 吉林 – 依蘭 – 同江 – 綏遠 
２ 西大幹線 : 葫藘島 – 打虎山 – 通遼 – 洮南 – 済済哈爾 – 嫩江 – 黒河 
３ 南大幹線 : 葫藘島 – 朝陽 – 赤峰 – 多倫 









は 640 万米ドルであった36。起工が 1930 年７月で、満州事変が翌 31 年の９月であるから１年程しか実
働期間はなかったことになる。『満洲交通史稿』によれば、この間投入された資金は約 373 万 9 千円37、
全額のほぼ 20％と見ていた38。また後宮の「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」によれば、６ヶ月
分しか支払っていなかったとしている39。 














最終的には、32 年 11 月 15 日、工事中止の覚書を奉山鉄路局とオランダ築港会社が交わし、未払い代
金と工事中止の損害補償金合わせて１００万米ドルを支払うことで決着した。 
 
 4) 交通監督部の設置 
 満州国線の満鉄委託は、まず関東軍が満鉄に対して鉄道経営を委託することから始まる。これは戦時
                                   
35 『満洲交通史稿』8692～8693 頁。 
36 『満洲交通史稿』8690 頁。 
37 「圓」と表記されているので日円換算だと思われるが正確には不明。 
38 『満洲交通史稿』8690 頁。 
39 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」12 頁。具体的な金額は記載されていない。 
40 『満洲交通史稿』8693 頁。 
41 この点前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」12 頁。 
42 同上資料 12 頁。 









の業務課長坂口忠治他二名を陸軍省嘱託として、1932 年 6 月から８月にいたるまで、また関東庁岡本海














                                   
43 なおこの経営委託の過程については、拙稿「日本帝国主義下の『満州」鉄道問題」(『三田学会雑誌』









44 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」13 頁。 
なお関東軍など陸軍の在満鉄道に対する指揮監督の制度と実態を、当時の日本陸軍の軍事的観点か
ら整理したものに、関東軍の鉄道担当参謀だった河村弁治の回想がある(拙稿「資料紹介 戦時期満
州の軍事鉄道輸送」『長岡大学 生涯学習研究年報』第１号、2007 年)。あわせて参照されたい。 
45 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」14 頁。 
46 『満洲交通史稿』8741 頁。なおこちらの資料には関東庁岡本海務局長・逓信省安田書記官他一名の件
は出てこない。 
47 『満洲交通史稿』8741 頁。 
48 『満洲交通史稿』8742 頁。 
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 関東軍と満鉄が結んだ委託経営契約は、次に関東軍と満州国間で締結されることとなった。実態とし
て関東軍が支配している鉄道の管理権を、関東軍の指揮監督権下で運営を満鉄に任せるとしたのが、既







 武藤関東軍司令官と鄭満州国政府代表との調印式は８月 17 日となった。同日関東軍板垣少将と後宮主
任が新京において鄭孝胥に、「協約ノ精神ヲ説明」した後、午後５時 50 分契約書に調印が行われた51。 
 
＊第四章 昭和七年八月中旬ヨリ昭和八年一月上旬に至ル迄ノ概要 
 1) 契約調印に至る経緯 














50 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」15 頁。 
51 なお本協約はここにある通り 17 日に調印されているが、協約の日付は 7 日となっている。また契約
者は関東軍司令官本庄繁となっている。これは 8 月 7 日付けで本庄司令官が交代したため、実際には
武藤が関東軍司令官であったにもかかわらず、日付を 7 日付けにすることで処理したものである(前
掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」15 頁。 
52 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」16 頁。 






























                                                                                                  
契約等冩」40～41 頁。) 
56 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」16～17 頁及び、「昭和七年四月十九日附満洲國鉄道、
港灣、河川ノ委託経営竝新設等ニ関スル協定ニ基ク指令 昭和八年一月十日 関東軍司令官武藤信義
印 南満洲鉄道株式会社総裁 林博太郎殿 首題ノ件ニ関スル協定(以下競艇ト稱ス)ニ基キ左記ノ
通指令ス」 (前掲「満州国国有鐵道諸契約等調印ノ経過及主要契約等冩」48～50 頁)による。なお本
指令は 33 年の 1 月 10 日付けとなっており、様々な交渉を経て事態がほぼ決着した時点で正式に出さ
れたものである(前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」21～22 頁)。なお後宮の資料は第二・
三・四項が関東軍による事前承認を定めたことを書いていない。 





 「附録第二 松花江水運事業委託経営ニ関スル指令細目」 
 「附録第三 満州国政府鉄道ノ建造、借款及委託経営契約ニ関スル指令細目」 
 「附録第四 満州国鉄道等ノ借款及委託経営合併契約ニ関スル指令細目」 
 (以上は同上「満州国国有鐵道諸契約等調印ノ経過及主要契約等冩」51～63 頁に所収) 
60 ここで取り上げられたのは、①既設鉄道の借款・委託経営契約、②新設鉄道の建造・借款・委託経営
契約、③鉄道等の借款・委託経営の合併に関する契約の三種類の契約である。 
61 これは 32 年４月 19 日に締結された「鐵道港灣河川ノ委託経営竝新設等ニ関スル協定」の第７条を指
し、その内容は「甲ハ監督官ヲ南満洲鐵道株式会社ニ派遣シ鐵道港湾河川ノ経営ヲ監督セシムルモノ
トス」である(前掲「満州国国有鐵道諸契約等調印ノ経過及主要契約等冩」25 頁)。 


































                                   
62 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」19～20 頁。 
63 もともと幹事会の後「大臣葉山ニテ静養中ナリシヲ以テ二、三ノ改正意見ヲ提出シ次官以下ニ於テ原
案ヲ承認スルニ至ッタ」のであるが、さらに翌年修正意見が出されたという経過をたどった。同上「極
秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」21 頁。 
64 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」21 頁。 
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(1) 関東軍司令官の満鉄総裁宛指令(33 年 1 月 10 日付)とその細目 






















 1) 国務院会議対策67 
 これら契約案は満州国国務院会議を経て、その承認を受けた後正式な調印の運びとなる68。満州国の
「独立」性69を誇示するためにも、手続きを遺漏なく実行することは欠くことのできない手順であり、




66 同上資料 63 頁。 







縞書房、1992 年、86 頁)。 
69 満州国の性格に関しては多くの論考があるが、ここでは山室信一「第３章 『満州国』統治過程論」
(前掲『満州国の研究』所収)、『キメラ』(中公新書、1993 年)をあげておく。なお満州国はもとより
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そこで次のような準備が行なわれることとなった。 








翌 15 日から 19 日にかけて、「要人説得方案」70「対外取扱振の件」71などの文書が作成され、20 日関




70 「要人説得方案」1933 年 2 月 20 日付け。「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」の付録 1、頁数な
し、計４枚。 
「要人説得方案」の要旨は次のとおり(句読点は兒嶋が補った)。 
  ①日本軍による満州国防衛の「責任」 
1932 年９月 15 日調印の日満議定書によって、満州国の国防を日本軍が担当することとなり「日
本国軍ハ・・・満州国土ノ防衛ノ為重要ナル責務ヲ擔當スルコトトナレリ」 




  ③委託先を満鉄とする理由－経験と技術 
「・・・満鉄會社ハ建設技術上優秀ナル技能ト其運輸ニ對スル卓越セル経験ヲ有スルヲ以テ満州
国有鉄道ノ建設及統一運営ヲ委託スルニ最も適当ナル機關ト認メ得ベシ」 
  ④日満両国間の基本了解事項－満州国線の関東軍管理・満鉄への経営委託・日本軍駐留経費の負担 
   「満州國内ニ在ル既設鐵道、港灣及水路並将来敷設セラルヘキ主要ナル鉄道ヲ、満州国有鐵道ト
ナシ、其ノ管理ヲ関東軍司令官ニ委託シ満鐵會社ニ之カ経営及建設ヲ委託シ、尚満州国ノ國防及
治安維持ヲ擔當スル日本國軍所要経費ヲ満洲國ニテ負擔スルコト」 
  ⑤④の実態を対外的に隠蔽するため、満州国－満鉄間に契約を結ぶこと 
   「右約定(④の引用を指す・・・兒嶋)ハ其ノ性質上之ヲ厳秘ニ附スヘキモノナルヲ以テ、満州国
政府ト満鐵會社間ニ契約ヲ結ヒ、鐵道、港灣及水路ノ経営ヲ満洲國政府ヨリ直接満鐵會社ニ委託
スルコトトセリ」 
  ⑥鉄道の所有権など 
   鉄道の所有権は満州国政府、管理は関東軍、経営は満鉄、とされた。 
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東軍幕僚会議で関東軍司令官の承認を得た。その翌日再度日系官吏と関東軍参謀長以下関係者の会議が
持たれ「要人説得方案」などについて検討が続けられた。そして 22 日から 27 日にかけて満鉄村上理事
と鉄道総局の編成や天図軽便鉄道譲渡覚書などについて協議した後、28 日から、いよいよ中国側要人の
説得工作が始まる。以下ではまず 1933 年 2 月 6 日の国務院会議に向けての説得工作を紹介し、以下事態
の進行を追って順に紹介する。なおこの時点での国務院主要組織とその官職は次のとおり。 
 
表２ 国務院組織(1933 年 1-3 月同時) 
 
(出典 : 山室信一「『満州国 統治過程論』」(『「満州国」の研究』所収)の表３「国務院・各部主要官職
の任免変遷」による) 
 
2) 国務院会議に向けた要人説得工作の展開－１月 28 日から２月５日 












                                                                                                  
道諸契約等調印ノ経過及主要契約等冩」64 頁。 
72 以下の応答は、前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」26～64 頁。なおこのやり取りが日本語
で行なわれたのか、中国語か、あるいは通訳を用いたのか等は不明である。 
国務院     国務総理 鄭孝胥 
   総務庁  総務長官 (代理) 坂谷希一  総務庁次長 坂谷希一 
   民生部  総長   臧式毅 
   文教部  総長   鄭孝胥(兼任) 
   外交部  総長   謝介石  
   軍政部  総長   張景恵(兼任) 
   財政部  総長   煕洽 
   実業部  総長   張燕卿 
   交通部  総長   丁鑑修 
   司法部  総長   馮涵清 

























問 : 「此ノ契約書ニハ委託経営ノ年限ガ規定シテイナイノハドウイウ訳カ」 










                                   
73 張の質疑は前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」29～34 頁。 




















 丁はまず日満議定書の付属文書を１月 31 日になってはじめてみた。それまでは要望しても見ることが
出来なかったと述べる。その附属文書は一から四まであるが、その一は 1932 年３月１０日付本庄関東軍
司令官宛の溥儀書簡である76。 
                                   






















































                                   
77 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」38 頁。 
78 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」39 頁。 
79 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」39 頁。 
80 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」40 頁。 





























                                   






  『偽満人物』には「偽満国務総理鄭孝胥『清假』始末記」(321～325 頁)が収められている。本書注
(321 頁)によれば、この資料は満州国政府の「秘密処」が作成した記録としている。この資料によれ
ば鄭は 1932 年の 9 月初めに国務総理辞職を持ち出している。・・・ 
82 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」46 頁。 





























                                   
83 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」48 頁。 
84 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」48 頁。 





86 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」51 頁。 
87 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」52 頁。 
88 このやり取りは同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」52～53 頁。 


























⑨臧式毅93民生部長との会談(２月４日午後 6 時半関東軍参謀長官邸) 
                                   
89 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」53 頁。 
90 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」54 頁。 
91 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」54 頁。 
92 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」55-57 頁による。 
93 臧式毅は 1884 年奉天省瀋陽県生まれ。清末日本に留学し日本陸軍振武学校を経て陸軍士官学校騎兵







  『偽満人物』によると生年は 1885 年 12 月 29 日。経済的には恵まれなかったが、能力を見込んだ伯
父の支援で日本に留学。帰国後は保定の陸軍軍官学校教官に就く。日本留学という経歴を生かして奉







ったことを示していよう(注 93 参照のこと)。 
 








⑪袁参議との会談(2 月 5 日午後１時参議客舎に於いて) 
 袁参議はこの訪問ではまったく反対もせず、居眠りする様子を見せていたというが、参議府会議では
「敢然立って反対意見を開陳し、丁交通総長の調印に対する決心に大動揺を来たさしたることを思ふ
                                                                                                  
天系軍閥に接近し 1919 年以降孫烈臣のもとで軍務につく。 
彼が張作霖の評価を得たのは第一次奉直戦争に張が敗北した後である。旧式の「緑林」型では戦闘
力が低いことを認識した張は、内外の軍事学校卒業生を中心に再編を図り、その過程で臧式毅も陸軍



















94 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」59-60 頁 
































                                   
95 前掲「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」61 頁 
96 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」62 頁 




99  なお「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」65 頁には「三月六日」と記載されているが２月の過
ちである。 


































                                   
100 この点は本稿 2 の 5)「鉄道法令・水運法規の研究」を参照されたい。 





 (1) 第一号議案 鉄道法 
 (2) 第二号議案 齊克、審海、呼海鉄道収用法 
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 3) 参議府会議と袁参議の委託契約批判 
 参議府は対外的な条約について諮問することが出来る組織であり103、ここを通過することは形式上必




中国人参議 張景恵(議長) 袁金凱 張海鵬 貴福104(委任状) 
日本人参議 筑紫  駒井徳三 田邊  
その他中国人出席者 鄭孝胥国務総理 丁鑑修交通部総長  
その他日本人出席者 三宅法制局長 坂谷総務庁長代理 荒井秘書局長 
その他 秘書官(氏名国籍不詳) 















                                                                                                  






104 貴福は 1859 年生まれ。内蒙古索倫正黄旗達呼爾出身。呼倫貝爾の旗族長に生まれ蒙古政庁の官吏か






106 同上「極秘 満州国有鉄道諸契約調印ノ経緯」75 頁。以下この会議の答弁は本資料 75-79 頁による。 






















 丁の態度は 2 月 9 日の調印式当日にも動揺を来たした。同日午前 11 時、煕洽宅において天図軽便鉄道









谷の私邸に向かうとの連絡が入った。そして午後２時 40 分当初の予定通り調印式が実施されたのである。 
                                   











                                   
109 なお満州国建国前に、「私設鉄道」は審海鉄路、呼海鉄路、齊克鉄路、開豊鉄道、齊昂鉄道、濱城鉄
道、天図鉄道、鶴岡鉄道、穆稜鉄道、それに奉天、哈爾濱両市の電機鉄道を加えた 11 鉄道であった(勅
令第 109 号。前掲『満洲交通史稿』8743-4 頁。)。このうち審海鉄路、呼海鉄路、齊克鉄路、天図鉄
道の４線は満州国線に吸収され、残りが私鉄として残されることとなり、これら私鉄について私設鉄
道法が 1935 年 9 月 5 日公布された109。しかしこれら私鉄は「一般交通の用に供するため、公共団体ま
たは私人が敷設する鉄道にして、主として一地方の交通を目的とするもの」(私設鉄道法第１条)とさ
れたことに明らかな通り、極めて限定的な役割しか果たせないものであった。 
